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第３節 R2P への国際社会の反応――時系列的分析
ここからは「どれほどの国家が R2P を受け入れているのか」を明らかにす
































ワンダ，スウェーデン，タンザニアである (Hehir 2012 :45, Bellamy 2006: 151)。
特に，カナダ，イギリス，ドイツ，フランスの４カ国は，コソボ空爆以降，人
道的介入に関わる正当化基準の必要性を強く主張し，その発展に積極的に関与





ニズムが創設されるべきであると主張した (Bellamy 2006: 151)。
なお，Macfarlane らは，特定の地域ごとの R2P に対する反応を一般化して
示すことの難しさを指摘した上で，各地域の R2P に対する反応を次のように














常任理事国は ICISS 報告書に懐疑的であった (Bellamy 2006: 151-152, Bellamy
2009: 67, Hehir 2012: 45-46, Macfarlane, Thielking and Weiss 2004: 982)。安保理







中国は，大規模な人道危機が国際社会の当然の懸念 (legitimate concern) であ
































カナダの首相 Jean Chretien とイギリスの首相 Tony Blair は，サミットの最終
コミュニケに保護する責任を想起させる文言を挿入するよう提案した。それは







が表明され，提案は否決された (Bellamy 2009: 69, Hehir 2012: 46, Macfarlane,




明するに留まった (Bellamy 2009: 69)。このような事実を，「当初は R2P とい
う概念の支持国と考えられていた国々の中に，新たな反対国が生まれていたこ
とを示している」と見る論者も存在する (Hehir 2012: 46, Macfarlane, Thielking










































































































































































































































マラウイは，Group of African States を代表し，R2P のみの視点で集団
安全保障を定義することの難しさを指摘した。その上で，「国家の主権・
独立・領土保全を侵害する口実として，人々の保護が用いられるべきでは




































ロシアは，High-level Panel 報告書と国連事務総長報告書 (In Larger
































EU が R2P に対する支持を表明したことに起因している。なぜならば，

















































































































R2P が取り上げられることが増加している」というように R2P が国際社会に
受け入れられた出来事として捉えていた (Evans 2008: 50)。しかし，南半球の
一部の国家は，R2P の言葉および内容の両方に対して抵抗感を示し続けてい
た (Evans 2008: 50)。そのため，世界サミット終了直後は，「国家元首および政
府首脳達が，実のところ，R2P という概念について合意していなかった」と
指摘する論者も存在した (Hehir 2012: 50)。しかし，世界サミット終了から半
年ほど経過した頃から，そのような否定的な見方を払拭するような状況が生じ
始めていた。ICISS の共同議長であった Gareth Evans は，次の三つの出来事が，
R2P の発展を後押しするものであったと指摘した (Evans 2008: 50)。
①安保理決議における世界サミット成果文書の R2P パラグラフへの言及
２００６年４月に採択された武力紛争下における文民の保護を定めた安保理









サミット成果文書の R2P パラグラフおよび決議 1674に言及していた。
②国連事務総長の交代
２００７年１月に Kofi Annan の後任として Ban Ki-moon が国連事務総長に就
任した。彼は就任当初から，関連するパラダイム・シフトの重要性につい
て極めて明確な理解を表明していただけでなく，前事務総長の業績である































2008: 50，津田 2008）。当該事態に対しては，Kofi Annan が政治的解決に
よって暴力行為を止めさせるための交渉を行なっていた。前任の国連事務
総長である Kofi Annan がこのような任に当たったのには二つの理由があ
った。第一には，後任の国連事務総長である Ban Ki-moon が，極めて早
い段階から，当該事態を R2P が適用されるべき事態であるとみなしてい
たことである２３）。第二には，当時「ジェノサイドおよび大量殺戮の防止に





このような R2P の発展を後押しするような状況の下で，２００９年１月に Ban
Ki-moon 国連事務総長は，国連事務総長報告書 (Implementing to Responsibility









当該議論における R2P 賛成国の R2P 反対国に対する対応には，問題があった
と言わざるを得ない。特に，R2P という概念自体に向けられた懸念に関して
は，R2P 支持国と反対国の間の溝が埋まらなかったように感じられる。具体
Concept から International Norm へと進化する「保護する責任」論
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的には，R2P 賛成国と R2P 反対国の主張は，以下のようなものであった。
・R2P 反対国




















ながらも，「そのような争点は R2P とは別個のものであるため，R2P の発
展を阻害するための口実として用いられるべきではない」と述べた２８）。し



















議論において表明された R2P 反対国の言葉を見てみると，R2P 反対国の懸
念は R2P 概念に対する理解の不足に基づくものであった。そのため，R2P 支
持国は，これらの国の R2P に対する懸念・不信感と真摯に向き合い，R2P の
詳細を理解してもらうことが，R2P 支持国網を広げていくためには必要不可














いなかった (ICRtoP Report)。反対に，特定の R2P 反対国は，全ての非公式双
方向対話において，R2P 概念自体に対する懸念を一貫して表明している。具






このような R2P 支持国と R2P 反対国のすれ違いは，近年の非公式双方向対
話において，複数の R2P 反対国も指摘している。そのような状況下において
は，R2P 支持国の R2P 概念自体に対する考えが理解しづらい。なぜならば，




































































































































































































に何よりも必要なことは，R2P の正確な内容を R2P 反対国に理解してもらう
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